
   小金井市地域生活支援拠点等事業実施要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保

するための基本的な指針（平成２９年厚生労働省告示第１１６号。以下「厚生労働

省告示」という。）第２の３に規定する地域生活支援拠点等（以下「地域生活支援

拠点等」という。）を整備するために必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

 ⑴ 障害者等 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第４条第１項に規定する障害者

及び同条第２項に規定する障害児をいう。 

 ⑵ 相談 厚生労働省告示第１の１第３項に規定する親元からの自立を希望する者

に対する支援等を進めるために、地域生活への移行、親元からの自立等に係る相

談その他必要な相談を行う機能をいう。 

 ⑶ 緊急時の受入れ・対応 厚生労働省告示第１の１第３項に規定するショートス

テイの利便性・対応力の向上等による緊急時の受入対応体制の確保を行う機能を

いう。 

 ⑷ 体験の機会・場 厚生労働省告示第１の１第３項に規定するグループホームへ

の入居等の体験の機会及び場の提供を行う機能をいう。 

 ⑸ 専門的人材の確保・養成 厚生労働省告示第１の１第３項に規定する人材の確

保・養成・連携等による専門性の確保を行う機能をいう。 

 ⑹ 地域の体制づくり 厚生労働省告示第１の１第３項に規定するサービス拠点の

整備及びコーディネーターの配置等による地域の体制づくりを行う機能をいう。 

 （実施主体） 

第３条 地域生活支援拠点等の整備の実施主体は、小金井市（以下「市」という。）

とする。ただし、市長は、適切な事業運営が確保できると認められる事業者等に対

し、業務の一部又は全部を委託することができる。 

 （地域生活支援拠点等の整備方法及び機能） 

第４条 地域生活支援拠点等は、面的な体制（厚生労働省告示第１の２第３項に規定

する「面的な体制」をいう。）により整備するものとする。 

２ 地域生活支援拠点等は、障害者等の高齢化・重度化及び「親亡き後」を見据え、

障害者等及びその家族の地域生活を支援するため、次に掲げる機能を担う。 



 ⑴ 相談 

 ⑵ 緊急時の受入れ・対応 

 ⑶ 体験の機会・場 

 ⑷ 専門的人材の確保・養成 

 ⑸ 地域の体制づくり 

 （地域生活支援拠点等の機能を担う事業者の登録等） 

第５条 地域生活支援拠点等の機能を担おうとする事業者は、次項後段各号に規定す

る事業者と証する書面を添えて、小金井市地域生活支援拠点等事業者登録申請書

（様式第１号）により市長に申請するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認め

るときは、小金井市地域生活支援拠点等事業者登録承認通知書（様式第２号）によ

り通知するものとする。この場合において、前段の規定による登録は、次の各号の

いずれかに該当する事業者でなければならない。 

 ⑴ 東京都から法第３６条第１項の規定により指定障害福祉サービス事業者の指定

を受けた事業者 

⑵ 東京都から法第３８条第１項の規定により指定障害者支援施設の指定を受けた

施設の設置者 

⑶ 東京都から法第５１条の１９第１項の規定により指定一般相談支援事業者の指

定を受けた事業者 

⑷ 市から法第５１条の２０第１項の規定により指定特定相談支援事業者の指定を

受けた事業者 

⑸ 市から児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の２８第１項の規定

により指定障害児相談支援事業者の指定を受けた事業者 

３ 前項前段の規定による登録の有効期限は、当該申請に係る事業における法第３６

条第１項、第３８条第１項、第５１条の１９第１項及び第５１条の２０第１項並び

に児童福祉法第２４条の２８第１項の規定により指定された事業者の有効期限とす

る。 

４ 市長は、第１項の規定による申請について、その内容を審査し、適当と認めない

ときは、小金井市地域生活支援拠点等事業者登録不承認通知書（様式第３号）によ

り通知するものとする。 

５ 市長は、第２項の規定により登録された事業者（以下「登録事業者」という。）

が次の各号のいずれかに該当するときは、その登録を取り消すことができる。 

 ⑴ 当該登録に係る事業を廃止したとき。 

 ⑵ 登録事業者から辞退の申し出があったとき。 



 ⑶ 不正の手段により登録を受けたとき。 

 ⑷ その他市長が不適当と認めたとき。 

 （変更等） 

第６条 登録事業者は、登録の内容に変更が生じたときは、速やかに小金井市地域生

活支援拠点等事業者登録変更届出書（様式第４号）により市長に届け出なければな

らない。 

 （指定障害福祉サービス等に要する費用の額の算定） 

第７条 指定障害福祉サービス等（法第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービ

ス等をいう。）及び基準該当障害福祉サービス（法第３０条第１項第２号に掲げる

基準該当障害福祉サービスをいう。）に要する費用の額の算定については、障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サー

ビス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成

１８年厚生労働省告示第５２３号）に定めるところによる。 

２ 法第５１条の１４第３項の規定に基づき、指定地域相談支援（同条第１項に規定

する指定地域相談支援をいう。）に要する費用の額の算定については、障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談支援に要

する費用の額の算定に関する基準（平成２４年厚生労働省告示第１２４号）に定め

るところによる。 

３ 法第５１条の１７第２項の規定に基づき、指定計画相談支援（同項に規定する指

定計画相談支援をいう。）に要する費用の額の算定については、障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相談支援に要する費

用の額の算定に関する基準（平成２４年厚生労働省告示第１２５号）に定めるとこ

ろによる。 

４ 児童福祉法第２４条の２６第２項の規定に基づき、指定障害児相談支援（同項に

規定する指定障害児相談支援をいう。）に要する費用の額の算定については、児童

福祉法に基づく指定障害児相談支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成２

４年厚生労働省告示第１２６号）に定めるところによる。 

 （その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   付 則 

 この要綱は、令和３年１月２９日から施行する。 

 

 


